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２．対象・目的・内容
地震による住宅倒壊等の

年

被害を減少させるため、昭和56年５月31日以前に着工した民間住宅の簡易耐震診断を行う
。なお、木造戸建て住宅については、市単独の上乗せ措置として、平成25年度から申請者負担を無料とする。
＜無料化実施市町

度

：神戸市、三田市、猪名川町、明石市、加古川市、稲美町、加西市、播磨町、西脇市、三木市、
神河町、太子町、市川町、豊岡市、新温泉町、養父市、朝来市、丹波市、淡路市の計19市町＞

事 業 概 要

昭和56年５月31日

　

以前に着工した民間住宅のうち、平成12年度から14年度に行った「わが家の耐震診断推進事業」
事業の対象 で診断を受けていない住宅所有者
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な住環境確保の第

評 一歩として本事業は有効であると思われる。しかしながら、事業実績が低迷しており、更なる事業のＰＲを行うた

説 明 めには改善の余地もある。本事業の実施促進は防災意識の高揚と連動すると考えられ

事

ることから、防災対策課が行

価 う講座や福祉部局のリフォーム補助事業、また、外部のリフォーム業者等と連携することも効果があると考えられ
るため、今後、効果的なＰＲ方法を検討されたい。

業の概要説明
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平成24年度は、３件の申請があった。
実績・成果 平成25年度は、木造戸建住宅は無料としたため８件の申請があった。

等 の 説 明

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業

　

の必要性 4 実施主体の妥当性 3

１ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 5
事 業 の 継続実施

次 総合評価
国の方針に基づき県内は、全ての市町で実施されている事業であり、国、兵庫県にお

当

いても27年度以降も継続実施

評 が見込まれる状況にある。木造戸建て住宅の無料化については、本市ではＨ25年度から木造戸建て住宅の無料化を

説 明 実施しているが、同様の取組を実施する市町は増加傾向である。住宅

初

の耐震化を促進するための本事業は、簡易耐

価 震診断から耐震工事まで連携した支援事業となっており、国、県の施策に応じ、県内の市町と一体的に実施すべき
事業と考える。

評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 4

予

実施主体の妥当性 3

２ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 3
事 業 の 継続実施

次 総合評価
南海・東南海地震、山崎断層の活動など、本市においても地震対策が求められる中、安全・安心


